
主担当 現状 評価の観点 達成度判断基準 中間評価 判定基準 （評価方法）
＜努力指標＞
自他動画視聴を行
い、積極的にアド
バイスを行うこと
により、授業の改
善を行う。

授業撮影を行い、視聴し意見交換を実施して、授
業改善に繋がった教員が
Ａ ７０％以上である。
Ｂ ６５％以上である。
Ｃ ５０％以上である。
Ｄ ５０％未満である。

Ｄ
(１５．８％）
38名中6名撮影
9月5日時点

Ｃ、Ｄの場合は検討
を要する。
授業撮影、視聴後の
報告を実施。

学校評価アンケート
(教員)

＜努力指標＞
主体的・対話的で
深い学びの実現に
向けた授業改善に
取り組む。

主体的・対話的で深い学びの視点に立って、授業
改善に取り組んだ先生の割合が
Ａ ９０％以上である。
Ｂ ８０％以上である。
Ｃ ７０％以上である。
Ｄ ７０％未満である。

Ｂ
(８８％）

Ｃ、Ｄの場合は検討
を要する。
前期、後期にアン
ケート実施。

学校評価アンケート
(教員)

② 小松工業ラーニング
コンパスを活用し、
育む資質・能力を明
確にした上で授業を
実践する。

教務課
各教科

本校の教育目標に照ら
し、地域に求められる
質の高い学力を身につ
けさせることが求めら
れている。

＜満足度指標＞
各教科の指導によ
り、学習内容の理
解が深まったと感
じる。

授業の中でクラスメイトとの協働的な学びを通し
て異なる考え方が組み合わさり、学びが深まった
経験のある生徒が
Ａ ８０％以上である。
Ｂ ７０％以上である。
Ｃ ６０％以上である。
Ｄ ６０％未満である。

Ａ
(８９％）

Ｃ、Ｄの場合は検討
を要する。
前期、後期に授業ア
ンケート実施。

授業アンケート
(生徒)

<成果指標＞
資格・検定指導を
推進し、ジュニア
マイスターの認定
者を多く輩出す
る。

ジュニアマイスターブロンズ以上の認定者および
認定者と同等のポイントを有する生徒の人数が、
Ａ ７５名以上である。
Ｂ ６５名以上である。
Ｃ ５５名以上である。
Ｄ ５５名未満である。

Ｃ
(６４人）

Ｃ、Ｄの場合は検討
を要する。
後期に実施。

教務課にて集計

＜満足度指標＞
各教科の指導によ
り、専門科目の技
能が身についたと
感じる。

授業により、専門科目の技能が身に付き、課題を
発見する力、解決する力がついたと感じている生
徒が、
Ａ ８５％以上である。
Ｂ ７５％以上である。
Ｃ ６５％以上である。
Ｄ ６５％未満である。

Ａ
(９０％）

Ｃ、Ｄの場合は検討
を要する。
前期、後期に授業ア
ンケート実施。

学校評価アンケート
(生徒)

<成果指標＞
ものづくり大会や
ロボットコンテス
ト等のコンテスト
において上位進出
を目指す。

今年度のものづくり大会やロボットコンテスト等
のコンテストにおいて
Ａ 全国大会で上位に入賞することができた。
Ｂ 全国大会に出場することができた。
Ｃ 北信越大会に出場することができた。
Ｄ 県大会出場にとどまった。

Ｂ以上を目指す。
後期に実施。

後期に実績報告

② 進路実現を確実なも
のとするため、イン
ターンシップ、デュ
アルシステム等の体
験的学習を積極的に
取り組むとともに、
学習の習慣化と基礎
学力の充実・定着を
図る。

教務課
進路指導課
学年会
各教科

部活動に熱心に取り組
んでいる生徒も多い
が、一方で学習時間の
確保に苦労している生
徒も見受けられる。部
活動との両立が重要課
題である。

＜努力指標＞
学習と部活動の両
立を目指し、気概
と努力が大切であ
ると実感させる。

学習と部活動を両立できたと答える生徒が
Ａ ８０％以上である。
Ｂ ７０％以上である。
Ｃ ６０％以上である。
Ｄ ６０％未満である。 Ａ

（８１％）

Ｃ、Ｄの場合は検討
を要する。
前期、後期にアン
ケート実施。
ただし、３年生にお
いては部活動終了期
間までとする。

学校評価アンケート
(生徒)

学年会
各学科
部活動

目標とする資格・検定
指導を戦略的に推進す
る必要がある。また、
各種コンテストに積極
的に参加し、同年代の
同じ目標をもつ集団の
中で切磋琢磨しながら
成果を上げていくこと
が求められている。

重点目標 具体的取組

令和６年度　学校（自己）評価計画書
石川県立小松工業高等学校

教務課
各教科

授業規律の確保と生徒
の学習意欲の向上、基
礎学力の定着が課題と
なっている。生徒の実
態に鑑み、学習意欲を
喚起するとともに、主
体的・対話的で深い学
びの実現に向けた「ア
クティブ・ラーニン
グ」の視点からの授業
改善が求められてい
る。

① 生徒の基礎学力の定
着と授業規律の確保
を目指す。また、主
体的・対話的で深い
学びの視点に立った
授業改善を行い、意
図的に生徒が表現す
る場面を確保する。

一人一台端末を積極
的に活用しながら、
主体的・対話的で深
い学びの実現に向け
た授業改善を推進す
ることにより、基礎
的な知識・技能の定
着を図るとともに、
思考力・判断力・表
現力、コミュニケー
ション力等の育成を
図る。

1

① 専門高校における知
識・技能の習得のバ
ロメーターである資
格取得・検定合格に
向けて積極的に取り
組む。また、ものづ
くりの技術を向上さ
せ、各種大会等で成
果を上げる。

2 ものづくりによる実
践的な技術・技能の
習得や、デュアルシ
ステム等の体験的学
習に積極的に取り組
み、地域に貢献でき
る人材の育成と個々
の生徒の適性に応じ
た進路の実現を図
る。
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＜成果指標＞
生徒会が中心と
なって行う学校行
事。

生徒会が中心となって行う学校行事（体育祭・工
業祭・球技大会等）に自ら進んで参加できた生徒
が、
Ａ ８０％以上である。
Ｂ ７０％以上である。
Ｃ ６０％以上である。
Ｄ ６０％未満である。

Ａ
（９１％）

Ｃ、Ｄの場合には、
改善策を検討する。
後期にアンケート実
施

学校評価アンケート
(生徒)

＜成果指標＞
県総体での上位進
出の状況をみる。

県総体の成績で団体、個人ベスト４以上の種目が
Ａ １５種目以上あった
Ｂ １０～１４種目であった。
Ｃ ７～９種目であった。
Ｄ ７種目未満であった。

Ａ
（３４種目）

Ｂ段階を達成できな
い場合、後期の新人
大会に向けて強化を
図る。

総体の成績

＜成果指標＞
遅刻件数の前年度
比から判断する。

前年度と比較し、遅刻件数が
Ａ  ２０％以上減少した。
Ｂ  ０～２０％未満減少した。
Ｃ  ５％未満増加した。
Ｄ  ５％以上増加した。

Ｄ
７１％増

153件→261件

Ｃ以下の場合は改善
策を検討する。
前期、後期にアン
ケート実施

前年度比
生徒指導課で集計

＜成果指標＞
自転車交通違反指
導件数の前年度比
から判断する。

前年度と比較し、違反件数が
Ａ ３０％以上減少した。
Ｂ ２０～２９％減少した。
Ｃ １０～１９％減少した。
Ｄ １０％未満であった。

Ｄ
２３％増

31件→38件

Ｃ、Ｄの場合は次年
度の改善策を検討す
る。
前期、後期にアン
ケート実施

前年度比
生徒指導課で集計

＜満足度指標＞
生徒の自己評価か
ら判断する。

自ら進んで挨拶できたと答える生徒が、
Ａ ８５％以上である。
Ｂ ７５％以上である。
Ｃ ７０％以上である。
Ｄ ７０％未満である。

Ａ
（９９％）

Ｃ、Ｄの場合は次年
度の改善策を検討す
る。
前期、後期にアン
ケート実施

学校評価アンケート
(生徒)

＜努力目標＞
生徒の状況を的確
に把握し、いじめ
の未然防止・早期
発見や生徒一人一
人の成長に応じた
指導に努める。

生徒情報を共有し、いじめ問題を未然に防ぐよう
努めるとともに、問題発生時には早期対応できて
いる教員が、
Ａ ９０％以上である。
Ｂ ８０％以上である。
Ｃ ７０％以上である。
Ｄ ７０％未満である。

Ａ
（９０％）

Ｃ、Ｄの場合は次年
度の改善策を検討す
る。
前期、後期にアン
ケート実施

学校評価アンケート
(教員)

4 本校の魅力やものづ
くりの楽しさを積極
的に外部へ情報発信
し、本校を志望する
中学生の増加を図
る。

① 本校独自の魅力やも
のづくりの楽しさを
伝えるために、見て
わかる情報コンテン
ツの積極的活用を図
る。

全職員 昨年度同様中学校での
説明会、中学生の保護
者、教員対象の説明会
を開催し、本校の特色
や魅力を伝えることが
できたが、募集定員を
超えることはなかっ
た。

＜努力目標＞
学校ＨＰの更なる
工夫、学校紹介の
プレゼンデータを
更新、外部機関
（市教委等）との
連携、学校行事の
充実やものづくり
の魅力を伝える動
画作成を進める。

本校を志望する中学生の数が

Ａ 募集定員を超える。
Ｂ 昨年度と比較して増加。
Ｃ ２００名を超える。
Ｄ ２００名未満であった。

Ｃ、Ｄの場合は次年
度の改善策を検討す
る。

入試受検者数で判断

3 ① 生徒が積極的に学校
行事、部活動に参加
し、県内外で成果を
あげることで、周囲
の期待に応えられる
よう、学校行事や部
活動の活性化に取り
組む。

生徒会課
部活動
学年会

生徒は、学校行事や部
活動に積極的に参加し
ているが、さらに主体
的に活動できる生徒を
増やし、生徒がつくる
学校行事や主体的に活
動できる部活動を目指
して、人間力の育成を
図ることが求められて
いる。

「学警連携」「部活
動の活性化」「教員
の組織連携強化」
「いじめ防止のため
の取組」「校内研修
の充実」等を通し
て、生徒の規範意識
やマナーの醸成を図
り、生徒にとって安
全・安心な学校づく
りを目指すとともに
社会人として必要な
人間力を備えた人材
の育成を図る。

品位ある服装、爽や
かな挨拶、時間厳守
など、進路実現に直
結する生活姿勢の改
善に生徒自らが意識
して取り組むよう指
導する。また、学警
連携を密にするとと
もに、「いじめとは
何か」を題材とした
学年集会などを通し
て安全・安心な学校
及び生徒の規範意識
の確立に取り組む。

生徒指導課
生徒会課
教育相談
学年会
全職員

校長の指導の下、生徒
指導課をはじめ全教職
員の協力により、生徒
に寄り添う指導効果が
実り、生徒の規範意識
は向上し、特別指導件
数は減少した。しか
し、遅刻件数は一定数
の常習的な遅刻者が存
在し、全体として件数
は増加した。自転車交
通違反指導件数はわず
かながら減少してい
る。今後も、各種関係
機関との連携を図りな
がら規範意識を高める
必要がある。

②


